
ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満た   

ない場合の減算については、ある月（暦月）において基準に満たない状   

況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況が解消される   

に至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることと   

する。（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を   

除く。）  

（7）身体拘束廃止未実施減算について  

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行わ   

れていた場合ではなく、指定基準第百十八条第五項又は第百六十一条第   

五項の記録（指定基準第百十八条第凶項又は第百六十一条第五項に規定   

する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合に、入所者全員   

について所定単位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っ   

ていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、   

事実が生じた月から三月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報   

告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの   

問について、入所者全員について所定単位数から減算することとする。  

（8）重度化対応加算について  

注5の重度化対応加算は、施設基準第二十四号において定める基準に   

適合しているものとして市町村長に届け出た場合に算定されるが、その   

取扱いについては、㈱こと。   

イ 「二四時間連絡体制」とは、施設内で勤務することを要するもので  
はなく、夜間においても施設から連絡でき、必要な場合には施設から  

の緊急の呼出に応じて出勤する体制をいうものである。具凋相知こは、  

①働介護職員及び看護職員による協議の上、夜  

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満た   

ない場合の減算については、ある月（暦月）において基準に満たない状   

況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況が解消される   

に至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることと   

する。（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を   

除く。）  

（7）身体拘束廃止未実施減算について  

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行わ   

れていた場合ではなく、指定基準第百十八条第五項又は第百六十一条第   

五項の記録（指定基準第百十八条第四項又は第百六十一条第五項に規定   

する身体拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合に、入所者全員   

について所定単位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っ   
ていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、   

事実が生じた月から三月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報   

告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの   

間について、入所者全員について所定単位数から減算することとする。  

問における連絡・対応体制  （オンコール体制）に関する取り決め   

針やマニュアル等）の整備がなされていること。  

② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看   
護職員不在時の介護職員による入所者の観察項目の標準化（どのよ   

うなことが観察されれば看護職員に連絡するか）がなされているこ   

し・＿＿  

③ 施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、②の取り決めが   

周知されているこL  
④ 施設の看護職昌とオンコール対応の看護職員が異なる掛針こは、   

電話やFAX等により入所者の状態に関する引継を行うとともに、   

むコール体制終了日引こも同‡様の引継を行うこと。  
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といった体制を整備することを想定している。  

ロ働   

専門員等による協議の上、鰍＝こ関すが旨針」が定められている   
ことが必要であり、醐十に盛り込むべき項目としては、例えば、当   

該施設の看取りに関する考え方、終末期の経過（時期、プロセス毎L   

の考え方、施設において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢、   

医師や医療機関との連携体制、本人及び家族との言古し合いや同意、意   

思確認の方法、脚  

ハ制定している介護老人福祉施設においては、常時   

継続的に医学的な管理が必要と医師が認めた者の受入まで求めるもの   

ではないが、車昨（例えば胃ろうの者等）の受   

入を正当な理由なく断らないことが必要である。  

（8）日常生活継続支援加算について  

l⊥土jい∴＿」ユニ．起とむ二≒長生蕪拉」虫聖二こユ盤上盛il三遷史且±違三三出土二  
入所者が多くを占める施設において、介護福祉士資格を有する職員を  
手厚く配置することにより、可能な限り個人の尊厳を保持しつつ日常  
生活を継続することができるよう支援することを評価するものであ  

皇＿L   

② 個別こ支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認めら  
れることから介護を必要とする認知症の入所者」とあるのは、日常生  

活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する者をい㌔   

③ 要介護四又は五の者の割合及び、日常生活に支障をきたすおそれの  

ある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症  

の入所者の割合については、締  

また、届出を行った月以降においても、毎月において直近三月間のこ  
れらの割合がそれぞれ所定卿これ  

らの割合については、碑  
場合については、直ちに訪問適所サービス通知第一の5の届出を提出  

しなければならない。  

彰 当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を算出す   

る際の入所者数については、第二の1（8）②を準用すること。また、介  

護福祉士の異数叫   

常勤換算方法を用し、て算出した値が、必要な人数を満たすものでなけ   

ればならない。さらに、届出を行った月以降においても、毎月におい   
て直近三月間の介護福祉士の員数が必要な員数を満たしていることが  
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必要であり、瑚の5  

の届出を提出しなければならない。   

なお、㈲を取  

得している者とすること。  

⑤瀾提供体制強化加   

算は算定できない。  

（9）看護体制加算について   

①潮、指定短期入  

所生活介護事業所とは別に、それぞれ必要な数の看護職員を配置する  

必要がある。卿おりとする。  

イ御車業  

所における看護師の配置にかかわらず、指定地域密着型介護老人福  

祉施設として別に瑚算  

定が可能である。   

ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、併設の指定短期入所生活介護事業   

所における看護職員の配置にかかわらず、看護職眉ダ指定地域密着   

型介護老人福祉施設における勤務時間を当該事業所において寛勉旦   

従業者が勤務すべき時間数（一週間に勤務すべき時間数が三三壁間   

を下回る場合は三二時間を基本とする。）‾祁麟   
数が二五又はその端数を増すごとに明こ算定が可能   

である。  

潮目舌介護を行っ   

ている場合にあっては、御者と  

指定短期入所生活介護の利用者を合算したものを「入所者数」として  

い、一体的に加算を行うこと  

③御   

口及び看護体制加算（Ⅲ）ロは、それぞれ同時に算定することが可能で   

ある。この場合にあっては、御算   

聯イ又はワに   

おける看護職員の配置数の計算に含めることが可能であ皇L  

④ 「二四時間の連絡体制」とは、施設内で勤務することを要するもの   

ではなく、夜間においても施設から連絡でき、必要な場合には施設か   

ニ ー・・モーーニ⊥＿三＿・．‾∴ 
イ閻夜  

間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関する取り決め（指  
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声   

針やマニュアル等）閻  
口働職員による協議の上、看  

護職貞不在時㈱  

うなことが観察されれば看護職員に連絡するか）がなされているこ  

上旦＿  

ハ働引こ対して、イ及びロの内容  

が周知されていること。  

干潮異なる場合には、  

電話やFAX等により入所者卿、  
オンコール体制終了時にも同様の引継を行うこと。  

といった体制を準備するHを想定している。  （1㈱て   
① 夜勤を行う職員の数は、牒日平均夜勤  

職員数は、暦凡ご引こ夜勤時間帯（午後rO暗から翌日の午前五時ま  
での時間を含め七連続する一六時間をいう。）に串ける延夜勤時間数  

を脚こ一六を乗じて得た数で曝することによって算定し、  

小数点第三位以下は切り捨てるものとする。   

②凍ま、当該  

廼設のチニット部分とそ榊」して加  

算の算定の可否を判断することと∴し、ユニット部分においてカロ算の算  

定基準を満たした場合にはユニット部分卿  

置加算イⅡ）イ又はロを、ユニット部分以外の部分において加算の算  

定基準を満たした場合には当該部分の入所者について夜勤職員配置加  

算（Ⅰ）／仁又はロを、それぞれ算定することとする。   

③働没している場合又は特別養護老  

人ホー頻  

っては、指定短期入所生碍介護の利用者数と指定地域密着型介護老人  

福祉施設の入所者数を合算した人数を指定地域密着型介護老人福祉施  
設嘲 以上土  

回って配置した場合に、加算を行う。   
④ ユキツト型指定地域密着型介護考人福祉施設及び一部ユニット型章旨  

定地域密着型介護考人福祉施設のユニツ卜部分にあっては、増配した  

夜勤職員については榊、  

ものとするこL  
（11）準ユニットケア加算について  姐 準ユニットケア加算について  
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注6の準ユニットケア加算は、施設基準第二十五号において定める基   

準に適合しているものとして市町村長に届け出た場合に算定されるが、   

その取扱いについては、以下のとおりとすること。なお、施設の一部の   
みで準ユニットケア加算の要件を満たす場合、当該要件を満たす部分に   

入所する者についてのみ準ユニットケア加算を算定して差し支えない。   

イ 「プライバシー の確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動で  

ないもので隔てることまでを要するものではないが、視線が遮断され  

ることを前提とする。建具による仕切りは認めるが、家具やカーテン  
による仕切りでは不可とする。また、天井から隙間が空いていること  
は認める。   

ロ ー人当たりの面積基準については、四人部屋に中廊下を設けて居室  

を仕切るなど様々な工夫が考えられることから、仕切られた空間につ  

いての一人当たり面積基準は設けず、多床室全体として一人当たりの  

面積基準を満たしていれば足りることとする。  

（12）若年性認知症入所者受入加算について  

3の（6）を準用する。  

注6の準ユニットケア加算は、施設基準第二十五号において定める基  
準に適合しているものとして市町村長に届け出た場合に算定されるが、  

その取扱いについては、以下のとおりとすること。なお、施設の一部の  

みで準ユニットケア加算の要件を満たす場合、当該要件を満たす部分に  

入所する者についてのみ準ユニットケア加算を算定して差し支えない。  

イ 「プライバシー の確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動で   

ないもので隔てることまでを要するものではないが、視線が遮断され   

ることを前提とする。建具による仕切りは認めるが、家具やカーテン   
による仕切りでは不可とする。また、天井から隙間が空いていること   

は認める。  

ロ ー人当たりの面積基準については、四人部屋に中廊下を設けて居室   

を仕切るなど様々な工夫が考えられることから、仕切られた空間につ   

いての一人当たり面積基準は設けず、多床室全体として一人当たりの   

面積基準を満たしていれば足りることとする。  

廷迫個別機能訓練加算について  

6の（2）を準用する。  

吐吐精神科を担当する医師に係る加算について   

① 注上之に規定する「認知症である入所者」とは、次のいずれかに該当  

する者とすること。  

イ 医師が認知症と診断した者  

ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従来の「老  
人福祉法による特別養護老人ホームにおける痴呆性老人等介護加算  

制度について」（平成六年九月三十日老計第百三十一号）における  

認知症老人介護加算の対象者に該当している場合は、医師の診断は  
必要としない。   

② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、常に、  
認知症である入所者の数を的確に把握する必要があること。   
③ 注上之において「精神科を担当する医師」とあるのは、精神科を標ぼ  

うしている医療機関において精神科を担当している医師を指すもので  

あることが原則であるが、過去に相当期間、精神科を担当する医師で  

あった場合や精神保健指定医の指定を受けているなど、その専門性が  
担保されていると判断できる場合は算定できる。  

吐吐個別機能訓練加算について  

6の（2）を準用する。  

止辻精神科を担当する医師に係る加算について   

① 注旦に規定する「認知症（法第八条第十六項に規定する認知症をい  

う。以下同じ。）である入所者」とはこ次のいずれかに該当する者と   

すること。   

イ 医師が認知症と診断した者   

ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従来の「老  
人福祉法による特別養護老人ホームにおける痴呆性老人等介護加算  

制度について」（平成六年九月三十日老計第百三十一号）における  

認知症老人介護加算の対象者に該当している場合は、医師の診断は  

必要としない。  

② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、常に、   

認知症である入所者の数を的確に把握する必要があること。  

③ 注旦において「精神呵を担当する医師」とあるのは、精神科を標ぼ   

うしている医療機関において精神科を担当している医師を指すもので   

あることが原則であるが、過去に相当期間、精神科を担当する医師で   

あった場合や精神保健指定医の指定を受けているなど、その専門性が   

担保されていると判断できる場合は算定できる。  
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④ 精神科を担当する医師について、往生＿による常勤の医師に係る加算  

が算定されている場合は、住建＿の規定にかかわらず、精神科を担当す  

る医師に係る加算は算定されないものであること。   

⑤ 健康管理を担当する指定地域密着型介護老人福祉施設の配置医師  
（嘱託医）が一名であり、当該医師が精神科を担当する医師も兼ねる  

場合は、配置医師として勤務する回数のうち月四回（一回あたりの勤  

務時間三～四時間程度）までは加算の算定の基礎としないものである  

こと。（例えば、月六回配置医師として勤務している精神科を担当す  
る医師の場合：六回一四回＝二回となるので、当該費用を算定できる  

ことになる。）   

⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。  

建迫障害者生活支援具に係る加算について   

① 注j且の「視覚障害者等」については、二十三号告示第二十三号にお  

いて「視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重度の  

知的障害者」としたところであるが、より具体的には以下の者が該当  

するものであること。  

イ 視覚障害者  

身体障害者福祉法（昭和二十凶年法律第二百八十三号）第十五条  

第四項の規定により交付を受けた身体障害者手帳（以下「身体障害  

者手帳」という。）の障害の程度が一級又は二級若しくは、これに  
準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーショ  

ンや移動等に支障があると認められる視覚障害を有する者  

口 聴覚障害者  

身体障害者手帳の障害の程度が二級又はこれに準ずる聴覚障害の  

状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに支障があると  

認められる聴覚障害を有する者  
ハ 言語機能障害者  

身体障害者手帳の障害の程度が三級又はこれに準ずる言語機能障  

害等の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに支障が  

あると認められる言語機能障害を有する者  

二 知的障害者  

「療育手帳制度につ㌧、て」 （昭和四十八年九月二十七日付厚生省  

発児第一五六号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官  

通知）第五の2の規定により交付を受けた療育手帳の障害の程度が  

「療育手帳制度の実施について」（昭和四十八年九月二十七日児発  

④ 精神科を担当する医師について、注旦による常勤の医師に係る加算  
が算定されている場合は、注旦の規定にかかわらず、精神科を担当す  

る医師に係る加算は算定されないものであること。   

⑤ 健康管理を担当する指定地域密着型介護老人福祉施設の配置医師  
（嘱託医）が一名であり、当該医師が精神科を担当する医師も兼ねる  

場合は、配置医師として勤務する回数のうち月四回（一回あたりの勤  

務時間三～凶時間程度）までは加算の算定の基礎としないものである  

こと。（例えば、月六回配置医師として勤務している精神科を担当す  
る医師の場合：六回一四回＝二回となるので、当該費用を算定できる  

ことになる。）   

⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。  

吐狙障害者生活支援員に係る加算について   

① 注ユ旦の「視覚障害者等」については、二十三号告示第二十三号にお  

いて「視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重度の  

知的障害者」としたところであるが、より具体的には以下の者が該当  

するものであること。  

イ 視覚障害者  

身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十五条  

第凶項の規定により交付を受けた身体障害者手帳（以下「身体障害  

者手帳」という。）の障害の程度が一級又は二級若しくは、これに  
準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーショ  

ンや移動等に支障があると認められる視覚障害を有する者  

口 聴覚障害者  

身体障害者手帳の障害の程度が二級又はこれに準ずる聴覚障害の  

状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに支障があると  

認められる聴覚障害を有する者  
ハ 言語機能障害者  

身体障害者手帳の障害の程度が三級又はこれに準ずる言語機能障  

害等の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに支障が  

あると認められる言語機能障害を有する者  

二 知的障害者  

「療育手帳制度について」（昭和四十八年九月二十七日付厚生省  

発児第一五六号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官  

通知）第五の2の規定により交付を受けた療育手帳の障害の程度が  

「療育手帳制度の実施について」 （昭和四十八年九月二十七日児発  
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第七二五号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省児童家庭局  

長通知）（以下「局長通知」という。）の第三に規定するA（重度）  

の障害を有する者又は知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十  

七号）第十二条の規定に基づき各都道府県・指定都市が設置する知  

的障害者更生相談所において障害の程度が、局長通知の第三に規定  

する重度の障害を有する者   

② 注旦1の「入所者の数が一五人以上」という障害者生活支援員に係る  

加算の算定要件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障害者及び知  

的障害者の合計数が一五人以上であれば満たされるものであること。  

この場合の障害者生活支援員の配置については、それぞれの障害に対  

応できる専門性を有する者が配置されていることが望ましいが、例え  

ば、視覚障害に対応できる常勤専従の障害者生活支援員に加えて、聴  

覚障害、言語機能障害及び知的障害に対応できる非常勤職員の配置又  

は他の職種が兼務することにより、適切な生活の支援を行うことがで  

きれば、当該加算の要件を満たすものとする。   

③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件（二十三号告  

示第二十四号ハ）としては、知的障害者福祉法に規定する知的障害者  

福祉司の資格を有する者のほか、同法第十九条第一項に規定する知的  

障害者援護施設における指導員、看護師等で入所者の処遇実務経験五  

年以上の者とする。  

（16）入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について   

① 注14により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は外泊の  

期間は初日及び最終日は含まないので、連続して七泊の入院又は外泊  

を行う場合は、六日と計算されること。  

（例）  

入院又は外泊期間：三月一日～三月八日（八日間）  

三月一目 入院又は外泊の開始……所定単位数を算定  

三月二日～三月七日（六日間）  
∴…一日につき三盟主単位を算定可  

三月八日 入院又は外泊の終了……所定単位数を算定   

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、退所し  
た目の外泊時の費用は算定できる。また、入所者の外泊の期間中にそ  
のまま併設医療機関に入院した場合には、入院日以降については外泊  
時の費用は算定できない。   

③．入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の費用の  

第七二五号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省児童家庭局  

長通知）（以下「局長通知」という。）の第三に規定するA（重度）  

の障害を有する者又は知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十  

七号）第十二条の規定に基づき各都道府県・指定都市が設置する知  

的障害者更生相談所において障害の程度が、局長通知の第三に規定  

する重度の障害を有する者   

② 注ユ旦の「入所者の数が一五人以上」という障害者生活支援具に係る  

加算の算定要件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障害者及び知  

的障害者の合計数が一五人以上であれば満たされるものであること。  

この場合の障害者生活支援員の配置については、それぞれの障害に対  

応できる専門性を有する者が配置されていることが望ましいが、例え  

ば、視覚障害に対応できる常勤専従の障害者生活支援員に加えて、聴  

覚障害、言語機能障害及び知的障害に対応できる非常勤職員の配置又  

は他の職権が兼務することにより、適切な生活の支援を行うことがで  

きれば、当該加算の要件を満たすものとする。   

③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件（二十三号告  

示第二十凶号ハ）としては、知的障害者福祉法に規定する知的障害者  

福祉司の資格を有する者のほか、同法第十九条第一項に規定する知的  

障害者援護施設における指導員、看護師等で入所者の処遇実務経験五  

年以上の者とする。  

（13）入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について   

① 注11により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は外泊の  

期間は初日及び最終日は含まないので、連続して七泊の入院又は外泊  

を行う場合は、六日と計算されること。  

（例）  

入院又は外泊期間：三月一目～三月八日（八日間）  

三月一日 入院又は外泊の開始……所定単位数を算定  

三月二日～三月七日（六日間）  

－＝‥一日につき三三立単位を算定可  

三月八日 入院又は外泊の終了……所定単位数を算定   

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、退所し  
た日の外泊時の費用は算定できる。また、入所者の外泊の期間中にそ  
のまま併設医療機関に入院した場合には、入院日以降については外泊  

時の費用は算定できない。   

③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の費用の  
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算定期間中にあっては、当該入所者が使用していたベッドを他のサー  

ビスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該入所者  

の同意があれば、そのベッドを短期入所生活介護に活用することは可  

能であること。ただし、この場合に、入院又は外泊時の費用は算定で  

きないこと。   

④ 入院又は外泊時の取扱い  

イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、一回の入院又は外泊で  
月をまたがる場合は、最大で連続一三泊（一二日分）まで入院又は  

外泊時の費用の算定が可能であること。  

（例）月をまたがる入院の場合  

入院期間：一月二十五日～三月八日  

一月二十五日 入院……所定単位数を算定  

一月二十六日～一月三十一■日（六日間）  

……一 日につき三三9単位を算定可  

二月一日～二月六日（六日間）  

……一 目につき三三9単位を算定可  

二月七日～三月七日……費用算定不可  

三月八日 退院……所定単位数を算定  

ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又はその家  
族と旅行に行く場合の宿泊等も含むものであること。  

ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービス費は  
算定されないものであるノこと。  

ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等への連  

絡調整、情報提供などの業務にあたること。  
地初期加算について   
① 入所者については、指定地域密着型介護老人福祉施設へ入所した当  

初には、施設での生活に慣れるために様々な支援を必要とすることか  

ら、入所日から三○日間に限って、一日につき三○単位を加算するこ  

と。   

② 「入所日から三○日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行って  
いる間は、初期加算を算定できないこと。   

③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係  

初期加算は、当該入所者が過去三月間（ただしJ「自立度判定基準」  

邑主星ランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する者の場合は過去一月間とする。）  

の間に、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に入所したことがない  

算定期間中にあっては、当該入所者が使用していたベッドを他のサー  

ビスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該入所者  

の同意があれば、そのベッドを短期入所生活介護に活用することは可  

能であること。ただし、この場合に、入院又は外泊時の費用は算定で  

きないこと。   

④ 入院又は外泊時の取扱い  

イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、一回の入院又は外泊で  

月をまたがる場合は、最大で連続一三泊（一二日分）まで入院又は  

外泊時の費用の算定が可能であること。  

（例）月をまたがる入院の場合  

入院期間：一月二十五日～三月八日  

一月二十五日 入院……所定単位数を算定  

一月二十六日～一月三十一日（六日間）  
・‥・‥一 日につき三堕さ単位を算定可  

二月一日～二月六日（六日間）  

……一 日につき三些杢単位を算定可  

二月七日～三月七日……費用算定不可  

三月八日 退院…‥・所定単位数を算定  

ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又はその家  

族と旅行に行く場合の宿泊等も含むものであること。  

ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービス費は  

算定されないものであること。  

ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等への連  

絡調整、情報提供などの業務にあたること。  

吐辻初期加算について  

（D 入所者については、指定地域密着型介護老人福祉施設へ入所した当  

初には、施設での生活に慣れるために様々な支援を必要とすることか  

ら、入所日から三○日間に限って、一日につき三○単位を加算するこ  

と。   

② 「入所日から三○日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行って  

いる間は、初期加算を算定できないこと。   

③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係  

初期加算は、当該入所者が過去三月間（ただし、日常生活自立度の  

ランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する者の場合は過去一月間とする。）の間  

に、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に入所したことがない場合  
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場合に限り算定できることとする。  

なお、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の併設又は空床利用の  

短期入所生活介護（単独型の場合であっても指定居宅サービスに要す  

る費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居  

者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の  

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい て（平成十二  

年老企第四○号）第二の1の（2）の②に該当する場合を含む。）を利用  

していた者が日を空けることなく引き続き当該施設に入所した場合  

（短期入所から退所した翌日に当該施設に入所した場合を含む。）に  

ついては、初期加算は入所直前の短期入所生活介護の利用日数を三○  

日から控除して得た日数に限り算定するものとする。   

④ 三○日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は、③  
にかかわらず、初期加算が算定されるものであること。  

址退所時等相談援助加算について   

① 退所前後訪問相談援助加算  

イ 退所前の訪問相談援助については、入所期間が一月を超えると見  

込まれる入所者の退所に先立って、入所者が退所後生活する居宅を  

訪問して退所彼の居宅サービス等について相談援助を行った場合  

に、入所中一回に限り加算を行うものであるが、入所後早期に退所  
に向けた訪問相談援助の必要があると認められる場合については、  

二回の訪問相談援助について加算が行われるものであること。この  

場合にあっては、一回目の訪問相談援助は退所を念頭においた施設  

サービス計画の策定に当たって行われるものであり、二回目の訪問  

相談援助は退所後在宅又は社会福祉施設等における生活に向けた最  

終調整を目的として行われるものであること。  

ロ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相談援助  

加算は訪問日に算定するものであること。  

ハ 退所前後訪問相談援助加算は、次の場合には、算定できないもの  
であること。  

a 退所して病院又は診療所へ入院する場合  

b 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合  

c 死亡退所の場合  

二 退所前後訪問相談援助は、介護支援専門員、生活相談員、看護職  
員、機能訓練指導員又は医師が協力して行うこと。  

ホ 退所前後訪問相談援助は、入所者及びその家族等のいずれにも行  

に限り算定できることとする。  

なお、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の併設又は空床利用の  

短期入所生活介護（単独型の場合であっても指定居宅サービスに要す  

る費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居  

者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の  

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成十二  

年老企第四○号）第二の1の（2）の②に該当する場合を含む。）を利用  

していた者が日を空けることなく引き続き当該施設に入所した場合  
（短期入所から退所した翌日に当該施設に入所した場合を含む。）に  

ついては、初期加算は入所直前の短期入所生活介護の利用日数を三○  

日から控除して得た日数に限り算定するものとする。   

④ 三○日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は、③  
にかかわらず、初期加算が算定されるものであること。  

地退所時等相談援助加算について   

① 退所前後訪問相談援助加算  

イ 退所前の訪問相談援助については、入所期間が一月を超えると見  

込まれる入所者の退所に先立って、入所者が退所後生活する居宅を  

訪問して退所彼の居宅サービス等について相談援助を行った場合  

に、入所中一回に限り加算を行うものであるが、入所後早期に退所  
に向けた訪問相談援助の必要があると認められる場合については、  

二回の訪問相談援助について加算が行われるものであること。この  

場合にあっては、一回目の訪問相談援助は退所を念頭においた施設  

サービス計画の策定に当たづて行われるものであり、二回目の訪問  

相談援助は退所後在宅又は社会福祉施設等における生活に向けた最  

終調整を目的として行われるものであること。  

ロ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相談援助  

加算は訪問日に算定するものであること。  

ハ 退所前後訪問相談援助加算は、次の場合には、算定できないもの  
であること。  

a 退所して病院又は診療所へ入院する場合  

b 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合  

c 死亡退所の場合  

二 退所前後訪問相談援助は、介護支援専門員、生活相談員、看護職  

員、機能訓練指導員又は医師が協力して行うこと。  
ホ 退所前後訪問相談援助は、入所者及びその家族等のいずれにも行  
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うこと。  

へ 退所前後訪問相談援助を行った場合は、相談援助を行った日及び  
相談援助の内容の要点に関する記録を行う 

② 退所時相談援助加算  

イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。  

a 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等における生活  

に関する相談援助  

b 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を  

目的として行う各種訓練等に関する相談援助  

c 家屋の改善に関する相談援助  

d 退所する者の介助方法に関する相談援助  

ロ ①のハからへまでは、退所時相談援助加算について準用する。  

ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、老人福  
祉法第二十条の七のこに規定する老人介護支援センターに替え、法  

第百十五条の三十九第一項に規定する地域包括支援センターに対し  

て行った場合についても、算定できるものとする。   

③ 退所前連携加算  

イ 退所前連携加算については、入所期間が一月を超える入所者の退  

所に先立って、指定居宅介護支援事業者の介護支援専門員と連携し、  

退所後の居宅における居宅サービスの利用上必要な調整を行った場  

合に、入所者一人につき一回に限り退所目に加算を行うものである  

こと。  

ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内容の要  

点に関する記録を行うこと。  

ハ ①のハ及びこは、退所前連携加算について準用する。  

ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所前連携  

加算を算定する場合には、最初に在宅期間に移るときにのみ算定で  

きるものとする。  

地従来型個室に入所していた者の取扱いについて  
注l且に規定する措置については、地域密着型介護福祉施設サービスを   

受ける者であって、平成十七年九月三十日以前に従来型個室に入所し、   

平成十七年十月一日以後に当該従来型個室を退所するまでの間、継続し   

て当該従来型個室へ入所しており、併せて、当該期間中に、特別な居室   
の提供を受けた事に伴う特別な室料を払っていないものが対象となるこ   

と。ただし、当該者が、当該従来型個室を一旦退所した後、再度、当該  

うこと。  

へ 退所前後訪問相談援助を行った場合は、相談援助を行った日及び  
相談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。   

② 退所時相談援助加算  

イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。  

a 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等における生活  

に関する相談援助  

b 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を  

目的として行う各種訓練等に関する相談援助  

c 家屋の改善に関する相談援助  

d 退所する者の介助方法に関する相談援助  

ロ ①のハからへまでは、退所時相談援助加算について準用する。  
ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、老人福  
祉法第二十条の七のこに規定する老人介護支援センターに替え、法  

第百十五条の三十九第一項に規定する地域包括支援センターに対し  

て行った場合についても、算定できるものとする。   

③ 退所前連携加算  

イ 退所前連携加算については、入所期間が一月を超える入所者の退  

所に先立って、指定居宅介護支援事業者の介護支援専門員と連携し、  

退所後の居宅における居宅サービスの利用上必要な調整を行った場  

合に、入所者一人につき一回に限り退所日に加算を行うものである  

こと。  

ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った目及び連携の内容の要  

点に関する記録を行うこと。  

ハ ①のハ及びこは、退所前連携加算について準用する。  

ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所前連携  

加算を算定する場合には、最初に在宅期間に移るときにのみ算定で  

きるものとする。  

廷迫従来型個室に入所していた者の取扱いについて  

注主互に規定する措置については、地域密着型介護福祉施設サービスを   

受ける者であって、平成十七年九月三十日以前に従来型個室に入所し、   

平成十七年十月一日以後に当該従来型個室を退所するまでの間、継続し   

て当該従来型個室へ入所しており、併せて、当該期間中に、特別な居室   
の提供を受けた事に伴う特別な室料を払っていないものが対象となるこ   

と。ただし、当該者が、当該従来型個室を一旦退所した後、再度、当該  
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